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はじめに 

  

本市は、市域中央部を流れる石川や雄大な金剛山系に連なる南部の

豊かな自然、府内唯一の重要伝統的建造物群保存地区である寺内町の

街並みなど、貴重な地域資源を多数有し、南河内の中心において、大阪

都市部で働く人々のベッドタウンとして成長してまいりました。 

 しかしながら、社会経済情勢の大幅な変化により、人口が減少してい

くなか、核家族化や高齢者単身世帯の増加などで、住宅を必要とする世

帯数は増加し、適切な住宅の供給が求められるなど、本市におきまして

もさまざまな課題がでてきました。 

 そのような諸課題に対応するため、平成 23 年 3 月に「富田林市住生活基本計画」を策定し、安

全で快適に住み続けられるまちづくりをめざし、市民や事業者の皆さまと連携しながらさまざまな

住宅施策を推進してまいりました。その後、国におきましては、少子高齢化や人口減少社会への対

応とともに、新たな住宅政策の方向性を示すために、平成 28 年 3 月に「住生活基本計画（全国計

画）」の改定を行い、大阪府におきましても平成 28 年 12 月に「住まうビジョン・大阪（大阪府住

生活基本計画）」の改定を行いました。 

本市におきましても、当初の計画策定から 10 年の計画期間が経過するなかで、都市基盤の老朽

化や更なる人口減少による空き家の増加、オールドタウン化によるまちの活力低下など、さまざま

な課題に対応した新たな住宅施策の必要性が求められたため、現行の計画の評価、検証を行い、国・

大阪府の改定を踏まえた、新たな「第２期富田林市住生活基本計画」を策定いたしました。 

今後も、本計画の「住み続けたい、住みたいと思える魅力ある住まい・まちづくり」を基本理念

とし、市民・事業者の皆さまとの協働のもと、若者・子育て世帯や高齢者が住みやすい住環境の確

保、増加する空き家に対する施策等を着実に実施し、人とまちがにぎわう元気なふるさと富田林を

目指してまいりますので、皆さまのご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画策定にあたり、貴重なご意見をお寄せいただきました市民の皆さまに心より感謝

申し上げます。 

 

令和３年３月 

 

 

 

 

富田林市長  
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序章 計画の目的と位置付け 
 

１．計画の背景と目的 

（１) 計画の背景 

本市は、古くから南河内地域の中心地とし

て発展し、昭和 25（1950）年の市制施行以

降、大阪近郊の郊外住宅地として昭和 40

（1965）年以降の住宅開発により人口が増

加しましたが、近隣大都市への転出を背景に

平成 14（2002）年以降は人口減少が続いて

います。 

住宅施策に関しては、市民生活の基本とな

る施策として、単に住宅の建設だけでなく、

地域のまちづくりや市全体の人口施策、経済

施策、福祉施策など幅広い分野と関連して実

施されるものであり、住生活基本計画は、地

域の居住特性や、市民のニーズに応じた住宅

の供給・住環境の整備に関する多方面の課題

に対し、都市計画行政や福祉行政との連携を

図りつつ、長期的視点に立ち、総合的な住宅

施策の方針を示すものです。 

本市では、平成 18（2006）年 6 月に制定された住生活基本法や、大阪府の「大阪府住宅まちづく

りマスタープラン（平成 19（2007）年 3 月策定）」を受け、平成 23（2011）年 3 月に「富田林市

住生活基本計画」を策定し、市の特性に応じた住宅施策を推進してきました。 

その後、住宅やまちづくりを取り巻く環境の変化や国の住生活基本計画（全国計画）の改定、大阪

府の「住まうビジョン・大阪（大阪府住生活基本計画）」の策定を踏まえ、本市においても新たな住宅

施策に対応した方針を示すことが必要となっています。 

 

（２） 計画の目的 

本市では、人口減少傾向が続いていることから、少子高齢化の進行、空家の増加といった課題に対

応した住宅施策が求められるとともに、誰もが安心して快適に住み続けられる住まい・まちづくりを

進める必要があります。 

また、市民が住み続けたい、市外から移住したいと思える魅力ある住まい・まちづくりを目指し、

石川、金剛・葛城連峰に連なる緑豊かな自然環境や、富田林寺内町の街並みをはじめとする歴史資源

など地域の魅力を活かしながら、良好な居住環境を形成し、良質な住宅供給を図る必要があります。 

そこで、住宅施策を取り巻く状況を踏まえ、富田林市の特性に応じた総合的かつ計画的な住宅施策

を推進するため、「第２期富田林市住生活基本計画」を策定します。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、上位計画である富田林市総合ビジョンおよび総合基本計画に即するとともに、国の住生

活基本計画（全国計画）に即する大阪府の住まうビジョン・大阪（大阪府住生活基本計画）や市の各

関連計画との整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の対象及び期間 

計画の対象は富田林市全域です。 

計画期間は令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までの 10 年間とします。 

富田林市 

総合ビジョン 

および総合基本計画 

国 

・住生活基本計画（全国計画） 

都市計画マスタープラン 

高齢者保健福祉計画及び 

介護保険事業計画 

公共施設等総合管理計画 

耐震改修促進計画 

空家等対策計画 など 

第２期富田林市 

住生活基本計画 

大阪府 

・住まうビジョン・大阪 

（大阪府住生活基本計画） 
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４．計画策定の視点 

第２期富田林市住生活基本計画を策定するにあたり、本市総合ビジョンおよび総合基本計画、国お

よび府の住生活基本計画などの上位計画および制度改正等の状況を踏まえ、「居住」「住宅ストック」

「住環境・まちづくり」の３つの視点から、計画において検討すべき事項を以下の通り整理します。 

 

（１) 居住の視点 

・少子化が進む中、若年世帯・子育て世帯の移住・定住を促進するため、安心して子育てできる住宅・

住環境の形成が求められます。 

・住民の高齢化などに対応し、地域包括ケアシステムと連携し、高齢者が自立して暮らすことができ

る住宅・住環境の形成が求められます。 

・平成 29（2017）年 10 月に施行された新たな住宅セーフティネット制度に対応した、住宅確保要

配慮者に対する居住支援の強化が求められます。 

 

（２) 住宅ストックの視点 

・全国的に空家が増加傾向にある中、平成 26（2014）年に空家等対策特別措置法が施行され、本市

においても、空家等対策計画を策定し、増加する空家に対する総合的な対策の実施が求められてい

ます。  

・人口減少に伴い、既存住宅の有効活用や、中古住宅市場の活性化により、住宅ストックの量の供給

から、質の向上への転換が求められています。 

 

（３) 住環境・まちづくりの視点 

・全国的に水害などの災害が頻発していることや、市民の防災意識の高まりを受け、安全・安心して

暮らせる災害に強い住まい・まちづくりが求められます。 

・富田林市では、ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）の推進を図る

ため、「富田林版ＳＤＧｓ取組方針」を策定し、市政の各分野にＳＤＧｓの要素の反映した取り組み

を進めています。そこで本計画で定める住宅施策を通じて、特に下記の 6 つの目標の実現につなげ

ます。 

 

 

  

GOAL1 

あらゆる場所で、

あらゆる形態の貧

困に終止符を打つ 

GOAL7 

すべての人々に手

ごろで信頼でき、

持続可能かつ近代

的なエネ ルギーへ

のアクセスを確保

する 

GOAL11 

都市と人間の居住

地を包摂的、安全、

強靭かつ持続可能

にする 

GOAL12 

持続可能な消費と

生産のパターンを

確保する 

GOAL13 

気候変動とその影

響に立ち向かうた

め、緊急対策を取

る 

GOAL17 

持続可能な開発に

向けて実施手段を

強化し、グローバ

ル・パートナーシ

ップを活性化する 
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第１章 住宅・住環境等の状況 
 

１．富田林市の概況 

（１) 位置 

富田林市は、大阪府の南東部に位置し、大阪都心部から

約 20Km の距離にあります。地勢は、ほぼ市域中央部を

南から北に流れる石川によって形成された中央平野部

と、金剛山系に連なる南部の山地部、西部の丘陵部で構成

されています。 

市内には近鉄長野線、南海高野線が通り、大阪都心部と

富田林市を結び、その所要時間は約 25 分です。道路交通

面では、広域幹線道路である国道 309 号・170 号が通過

し、大阪府内周辺地域や奈良県方面を結んでいます。 

古くから南河内の中心部として商業を中心に栄え、明

治 29（1896）年に富田林町となった後、昭和 25（1950）

年に府内 16 番目の市として富田林市が誕生しました。市

制施行当時の人口は 30,399 人でしたが、都市基盤の整

備をはじめとする時代に対応した様々な都市機能の整備

に伴って人口が増加し、令和２（2020）年 3 月末日現在

で 110,698 人となっています。 

 

（２) 沿革 

富田林は先史時代より人々の暮らしが営まれ、弥生

時代には二上山周辺に産出するサヌカイトを利用し

た石器が喜志や中野において大量に生産され、交易を

通じて近畿地方に広く流通していたものと思われま

す。また石川を望む丘陵上には石川流域に繁栄したで

あろう氏族の首長たちの古墳が多く造営されていま

す。 

大陸から伝えられた仏教文化はこの富田林にも花

開き、新堂廃寺等の寺院が建立され、また織物などの

新しい文化を伝えてきた人々が、富田林の地に暮らし

ていたであろうことが推測されています。 

平安の時代には、今も秋祭り等でにぎわう美具久留

御魂神社や佐備神社があり、室町時代には錦織神社も

創建されています。太平記の時代においては楠正成の

山城が築かれ、足利軍を迎え撃ちました。応仁の乱に

本市の位置 

美具久留御魂神社 
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おいても、いくつかの山城が築かれ、群雄割拠の後、

治世が落ち着き始めた 16 世紀の中頃の永禄年間に、

京都興正寺門跡第 16 世証秀上人が「富田の芝」と呼

ばれていた荒地を買い受け、寺と町衆の協力によって

富田林寺内町が造営されました。 

浄土真宗の興正寺別院（御坊）を中心に形成された

富田林寺内町は、江戸期には周辺地域の商品・産品流

通の中核地として発展し、明治期には郡役場や税務署、

旧制中学校、高等女学校等の施設が整備され、南河内

地域の中心地として発展してきました。 

昭和 25（1950）年の市制施行の後、高度成長期には大阪市近郊の住宅地として大規模な住宅開発

が進み人口が急増し、これにあわせて都市基盤整備も進展してきました。 

近年は、施設や基盤の整備も一段落し、人口増加も落ち着き、良好な自然環境を有する郊外都市と

して成熟しつつあります。 

富田林は、歴史的経緯のなかで、古代においては、大陸の新しい文化を積極的に受け入れ、中世以

降の封建的な時代においても一定の自治権を有し、富田林寺内町を中心に独自のまちづくりを進め、

大阪府内でも有数の集積を誇る南河内地域の中核を担ってきたまちです。また近代においても、石川

や、田園地帯に広がる農地、山林等、自然の恩恵を受け、身近なみどりを整備し、自然環境と人々の

暮らしが共存してきたまちといえます。 

■DID（人口集中地区）の変遷 

  

富田林寺内町 
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2．人口・世帯の状況 

（１) 人口・世帯数の推移 

平成 27（2015）年時点での本市の人口は 113,984 人、世帯数は 45,613 世帯、世帯当たり人員

数は 2.50 人／世帯となっています。 

本市の人口は、昭和から平成前半にかけて増え続けてきましたが、平成 12（2000）年の 126,558

人をピークに減少しはじめ、その後は減少ペースが加速しています。世帯数は一貫して増加している

ものの、その伸びは徐々に鈍化しており、平成 22（2010）年以降ほぼ横ばいとなっています。大阪

府全体では、人口が減少に転じたのは直近の平成 27（2015）年であり、世帯数については現在も伸

び続けています。府全体と比べ、本市では、人口の減少と世帯数の伸びの鈍化が、早い段階で始まっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２) 年齢構成の変化 

本市では、昭和 55（1980）年から平成 27（2015）年にかけて、老年人口比率が 6.6％から 27.1％

と急激に増えました。これに対して、生産年齢人口は同期間に 67.5％から 60.8％へと減少し、年少

人口は 25.9％から 12.1％へと大幅な減少となっています。大阪府との比較では、本市における近年

の少子高齢化が特に急速であることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

【人口・世帯数の推移　富田林市】 【人口・世帯数の推移　大阪府】

資料：国勢調査（各年10月１日）

114.0

45.6

3.43

2.50

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

    0

   20

   40

   60

   80

  100

  120

  140

昭和

55年

昭和

60年

平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

人口 世帯数 世帯当たり人員数

（千人・千世帯） （人/世帯）
8,839.5

3,923.9

3.05

2.25

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

    0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

昭和

55年

昭和

60年

平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

人口 世帯数 世帯当たり人員数

（千人・千世帯） （人/世帯）

【年齢３区分別人口構成比の推移　富田林市】 【年齢３区分別人口構成比の推移　大阪府】

注：年齢「不詳」を除いて集計。　　資料：国勢調査（各年10月１日）
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（３) 年齢階級別の社会動態  

本市における年齢階級別社会動態を見ると、平成 22（2010）年から平成 27（2015）年の 5 年間

において、特に 25 歳～34 歳の世代で転出超過が多く見られます。 

（４) 外国人居住者数の推移  

本市における外国人居住者数は増加傾向にあり、平成 14（2002）年の 969 人から平成 30（2018）

年の 1,489 人に増加し、市全体の人口に占める割合は約 1.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５) 世帯構成の変化  

本市における平成 27（2015）年時点での世帯の家族類型を見ると、最も多いのが夫婦と子世帯の

31.9％であり、続いて単独世帯が 27.5％、夫婦のみ世帯が 22.6％となっています。 

家族類型の主な変化としては、夫婦と子世帯の減少と単独世帯の急増が挙げられます。最も多い類

型である夫婦と子世帯は、平成７（1995）年時点では全世帯の半数近い 45.3％を占めていましたが、

平成 27（2015）年には 31.9％にまで減少しました。一方、単独世帯は、平成７（1995）年には 17.8％

であったのが、平成 27（2015）年には 27.5％と、夫婦と子世帯に近い水準にまで増加しています。 

このほか、夫婦のみ世帯、および男親又は女親と子世帯（ひとり親世帯）が増加していること、夫

婦と子と親の「３世代世帯」が急減していることなどの傾向が見られます。 

大阪府に比べると、夫婦と子世帯の減少傾向は大阪府に比べて早く、これに代わって本市では夫婦

のみ世帯、男親又は女親と子世帯が急速に増加しています。 

  

資料：富田林市住民基本台帳（各年3月末）

【外国人居住者数の推移　富田林市】
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【年齢階級別の社会動態　富田林市】
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3．住宅の状況 

（１) 住宅数と空家率 

平成 30（2018）年の本市の住宅数は 51,970 戸、空家数は 6,870 戸、空家率は 13.2％となって

います。 

住宅数は、昭和 58（1983）年から平成 15（2003）年の 20 年間で、30,150 戸から 50,330 戸へ

と急激な増加を示した後、増加のペースを緩め、平成 25（2013）年から平成 30（2018）年にかけ

ては微減となっています。 

空家数は住宅数の伸びを上回るスピードで増え、住宅数が減少に転じた平成 25（2013）年から平

成 30（2018）年にかけても増加しました。その結果、空家率は上昇を続けており、平成５（1993）

年の 6.6％、平成 15（2003）年の 10.7％、そして平成 30（2018）年では前述のように 13.2％へ

と推移しています。 

本市では、大阪府全体に比べ空家率が低い傾向が従来続いていてきました。ただし、その差は縮小

傾向にあり、近年における本市の空家率の上昇が、府全体に比べて相対的に早いことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市と人口規模が同程度である府内の８つの市

との比較でみると、平成 30（2018）年時点の本市

の空家率は、箕面市（13.2％）とほぼ同じであり、

河内長野市（11.2％）、池田市（12.5％）よりは高

いものの、その他５市よりは低い水準に抑えられ

ています。 

 

  

【空家数と空家率の推移　富田林市】 【空家数と空家率の推移　大阪府】

2.1

3.5
2.6

4.9
5.4 5.5

6.8 6.9

6.8

9.6

6.6

10.6 10.7 10.8

12.9 13.2

 0

 2

 4

 6

 8

10

12

14

 0

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

昭和

58年

昭和

63年

平成

５年

平成

10年

平成

15年

平成

20年

平成

25年

平成

30年

空家数 空家率（％）

（千戸） （％）

【空家数と空家率の推移　大阪府】

328 364 369

501
603 625

679 709

10.7 11.0 10.6

13.0

14.6 14.4 14.8 15.2

 0

 2

 4

 6

 8

10

12

14

16

 0

100

200

300

400

500

600

700

800

昭和

58年

昭和

63年

平成

５年

平成

10年

平成

15年

平成

20年

平成

25年

平成

30年

空家数 空家率（％）

（千戸） （％）

資料：平成５年以前は住宅統計調査、平成10年以降は住宅・土地統計調査（各年10月１日）

【空家率の他市との比較（平成30年）】

注：人口規模が近い府内他市との比較。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）
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（２) 所有関係 

平成 30（2018）年における本市の住宅の所有関係をみると、持ち家が約３分の２を占め、残りの

約３分の１が借家となっています。借家の内訳では、民営の借家がほぼ半分、ＵＲ・公社の借家が約

３割、公営住宅が２割弱を構成しています。 

長期的な推移としては、昭和 58（1983）年時点から平成 30（2018）年にかけて、持ち家率は 12.7

ポイント上昇し、借家率は 13.3 ポイント下落し、持ち家率の増加と借家率の減少が見られます。 

平成 30（2018）年時点での大阪府全体と比べると、本市における住宅の所有関係は①持ち家率が

高く、借家率が低いこと②借家のなかでは民営の借家が少なくＵＲ・公社の借家が多い特徴が挙げら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３) 建て方 

平成 30（2018）年時点における本市の住宅の建て方については、一戸建が 54.6％と最も多く、次

いで共同住宅が 42.1％を占めています。 

建て方別の住宅数推移では、一戸建の構成比は５割前後でほぼ横ばいを保っています。共同住宅は、

昭和 58（1983）年の 36.2％から平成 15（2003）年以降では 45％前後に増加しました。 

本市では、府全体と比較して、一戸建の割合が高く、共同住宅の比率が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【住宅所有関係（詳細）富田林市・大阪府（平成30年）】

注：居住世帯のある住宅について集計。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）
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【所有関係別住宅数の推移　富田林市】 【所有関係別住宅数の推移　大阪府】

注１：居住世帯のある住宅について集計。　注２：持ち家

率、借家率は、住宅所有関係「不詳」を含めて算出。
資料：平成５年以前は住宅統計調査、平成10年以降は住宅・

　　　土地統計調査（各年10月１日）
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注：居住世帯のある住宅について集計。
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（４) 構造と建築年 

平成 30（2018）年時点での本市の住宅の構造を見ると、鉄筋・鉄骨コンクリート（40.1％）、防

火木造（37.9％）、木造（15.4％）、鉄骨造（6.5％）の順に多くなっています。 

住宅の建築年は、築 30 年以内の建物が約半数となっている一方で、昭和 56（1981）年の新耐震

基準導入以前に建築された建物も 27.5％存在しています。 

住宅の建築年を構造別にみると、とくに木造住宅で建築年が古く、新耐震基準導入以前に建てられ

た住宅の割合は 45.1％に及んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５) 住宅の規模 

本市における平成 30（2018）年時点での住宅の平均延床面積は、持ち家で 119.1 ㎡、借家で 52.0

㎡、全住宅では 96.9 ㎡となっています。持ち家、借家ともに、昭和 58（1983）年から平成５（1993）

年にかけて面積が拡大する傾向にありましたが、その後は多少増減しながらも、ほぼ横ばいとなって

います。 

大阪府全体では、平成 30（2018）年における住宅の平均延床面積は、持ち家では 101.8 ㎡、借家

では 44.0 ㎡であり、本市の住宅は大阪府と比較して広いことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

  

【所有関係別　住宅の平均延床面積の推移　富田林市】 【所有関係別　住宅の平均延床面積の推移　大阪府】

注：居住世帯のある住宅について集計。

資料：平成５年以前は住宅統計調査、平成10年以降は住宅・土地統計調査（各年10月１日）
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【構造別 住宅の建築年　富田林市（平成30年）】 【構造別 住宅の建築年　大阪府（平成30年）】

注１：居住世帯のある住宅について集計。　

注２：建築年「不詳」を除いて集計。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）
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（６) 住宅着工戸数 

令和元年における本市の住宅着工戸数は 365 戸で

した。利用関係別の内訳では、持ち家が 205 戸（全体

の 56.2％）と過半を占め、持ち家以外では、貸家 64

戸（17.5％）、給与住宅８戸（2.2％）、分譲住宅 88 戸

（24.1％）となっています。 

平成 24（2012）年以降の年間着工戸数は 365～523

戸の間で増減しながら推移していますが、直近の３年

間では減少傾向にあります。 

 

 

 

利用関係別では、持ち家の割合が、平成 24（2012）年の 67.1％から、平成 25（2013）から平成

27（2015）年には 50％台半ば、平成 28（2016）年から平成 30（2018）年には 40％台へと低下

してきましたが、令和元（2019）年は 56.2％へと上昇しました。貸家は平成 26（2014）年までの

10％台から、平成 27（2015）年以降には 20％を超え、平成 29（2017）年には 47.9％にまで急増

した後、令和元（2019）年は再び 10％台となっています。 

府全体では、近年、持ち家は 15％前後に過ぎず、貸家が 40％台半ば、分譲住宅が 30％台後半を占

めているのに対し、本市では、持ち家の構成比がとくに高いことが特徴です。 

 

 

 

 

  

宅地開発（甲田） 

【利用関係別 住宅着工戸数の推移　富田林市】 【利用関係別 住宅着工戸数の推移　大阪府】

資料：建築統計年報 資料：建築統計年報
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４．世帯の居住状況 

（１) 居住面積水準 

平成 30（2018）年時点での本市では、最低

居住面積水準未満の世帯が 3.8％、誘導居住面

積水準以上の世帯が 63.1％となっています。 

大阪府と比較すると、本市では、最低居住面

積水準未満世帯率が 5.8 ポイント低く、誘導居

住面積水準以上世帯率は 12.9 ポイント高いこ

とから、居住水準の状況が府全体の平均よりも

良好であるといえます。ただし、公営住宅に限

れば、本市の最低居住面積水準未満世帯率は

12.6％であり、府全体の値を上回る結果となっ

ています。 

世帯類型別の居住面積水準を見ると、高齢者

のいる世帯では、最低居住面積水準未満世帯の

割合は 2.1％と市全体より低く、誘導居住面積

水準以上世帯の割合は 74.3％と市全体より高

くなっています。 

18 歳未満の子どもがいる子育て世帯では、

最低居住面積水準未満の世帯の割合は 3.4％と

市全体より僅かに低く、誘導居住面積水準以上

世帯率は 43.4％と市全体よりかなり低くなっ

ています。 

  

【居住面積水準　富田林市・大阪府（平成30年）】

注１：主世帯について集計。

注２：居住面積水準状況「不詳」を除いて集計。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）
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注１：65歳以上の世帯員のいる主世帯について集計。

注２：18歳未満の子どものいる主世帯について集計。

注３：居住水準状況「不詳」を除いて集計。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）
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（２) 世帯の年間収入 

本市における平成 30（2018）年の世帯の年間収入階級別構成比は、300 万円未満が 41.1％、300

万～500 万円未満が 25.3％、500 万～700 万円未満が 14.2％、700 万円以上が 19.4％となってい

ます。 

これを住宅の所有関係別にみると、持ち家世帯では、300 万円未満が 33.2％であるのに対し、700

万円以上が 26.2％と、他の世帯に比べて全体的に収入が高い結果となっています。借家では低収入

世帯が相対的に多く、年収 300 万円未満の世帯率は、公営住宅では 83.6％と大半を占め、UR・公社

の借家、民営借家でも、それぞれ 58.6％、51.3％と過半数に及んでいます。 

大阪府と比較すると、本市では、年収 700 万円以上世帯率が 3.5 ポイント高く、200 万円未満の

きわめて低収入の世帯率が 2.3 ポイント低いなど、若干ではあるものの、世帯の分布が高収入側に偏

っています。ただし、所有関係別では、借家世帯ではむしろ、府平均に比べて 700 万円以上世帯率が

より低く、200 万円未満世帯率が高い結果になっています。 

 

 

  
【世帯年収　富田林市（平成30年）】 【世帯年収　大阪府（平成30年）】

注１：主世帯について集計。　注２：世帯の年間収入「不詳」を除いて集計。

資料：平成30年住宅・土地統計調査（10月１日）

6.4

4.0

23.0

4.3

12.8

14.9

10.1

35.1

30.3

19.6

19.8

19.1

25.5

24.0

18.9

25.3

25.0

13.8

28.4

29.8

14.2

15.7

2.1

9.6

12.2

19.4

26.2

0.4

3.4

6.6

0 20 40 60 80 100

総数

持ち家

公営借家

UR 公社

民営借家

100万円未満 100万～200万円 200万～300万円

300万～500万円 500万～700万円 700万円以上

（％）

7.3

4.6

18.2

6.0

10.6

16.3

11.5

37.8

23.4

21.2

18.8

17.1

24.7

24.5

20.7

27.4

26.9

14.7

27.6

30.3

14.4

17.8

3.7

11.1

9.9

15.9

22.2

1.0

7.4

7.2

0 20 40 60 80 100

総数

持ち家

公営借家

UR 公社

民営借家

100万円未満 100万～200万円 200万～300万円

300万～500万円 500万～700万円 700万円以上

（％）



 

14 

（３) 高齢者のいる世帯の類型 

平成 27（2015）年の本市における高齢者（65 歳以上）のいる世帯数は 20,313 であり、全体の

44.6％を占めます。その内訳をみると、高齢単身世帯が 28.4％、高齢夫婦世帯が 33.7％、高齢者同

居世帯（高齢者のいる世帯のうち、高齢単身・高齢夫婦世帯以外の世帯）が 37.9％となっています。 

高齢者のいる世帯は急増を続けており、昭和 60（1985）年の時点の 6,002 世帯（全体の 19.9％）

から平成 27（2015）年までの 30 年間に、世帯数は約 3.4 倍に増え、全世帯に占める割合は 18.0 ポ

イント上昇しています。高齢者のいる世帯のうち、とくに、高齢単身・高齢夫婦の世帯が占める割合

は、昭和 60（1985）年ではそれぞれ 11.3％、16.2％にすぎなかったところから、平成 27（2015）

年では、前述のとおり、どちらも約３割にまで増加しています。 

高齢者のいる世帯率は、大阪府でも同様に伸びていますが、その昭和 60（1985）年から平成 27

（2015）年の伸び率は約 2.8 倍であり、本市の増加のスピードが府全体よりも早いことがわかりま

す。 

 

  
【家族類型別 高齢者のいる世帯数の推移　富田林市】 【家族類型別 高齢者のいる世帯数の推移　大阪府】

注１：高齢単身世帯は、65歳以上の単身世帯。　注２：高齢夫婦世帯は、夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみ世帯。

注３：高齢者同居世帯は、65歳以上世帯員がいる世帯のうち、高齢夫婦世帯と高齢単身世帯以外の世帯。

注４：一般世帯について集計。

資料：国勢調査（各年10月１日）
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５．公的賃貸住宅の状況 

（１) 公的賃貸住宅の状況の概要 

富田林市内には、公的賃貸住宅として市営住

宅、府営住宅のほか、UR 都市機構による賃貸住

宅（以下 UR 賃貸住宅）、特定優良賃貸住宅があ

り、総戸数 9,326 戸が整備されています。 

そのうち、本市が管理・運営する市営住宅は、

住宅地区改良法に基づき整備された住宅を含め、

計 503 戸となります。また、府営住宅は 8 団地、

3,064 戸（特定公共賃貸住宅を含む）となります。 

本市にある UR 賃貸住宅は 5 団地、5,747 戸

あり、特に市域西側に位置する金剛団地は、総戸

数約5,000戸を誇る大規模団地となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【公的賃貸住宅の内訳（令和 2 年 4 月 1 日時点）】 

資料：大阪府統計年鑑他 

【市営住宅（令和 2 年 4 月 1 日時点）】 

【府営住宅（令和 2 年 4 月 1 日時点）】 【UR 賃貸住宅（令和 2 年 4 月 1 日時点）】 
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（２) 市営住宅ストックの概要 

①建築年代別の構造 

建築年代別に構造をみると、9 割近くの戸

数が建築基準法改正により耐震基準が見直され

た昭和 56（1981）年以降となっています。ま

た、改正前に建築された住宅については、耐震

診断の実施により耐震性を確認している、また

は耐震改修実施済みとなっています。 

構造別にみると、中層耐火造が 241 戸、高層

耐火造が 262 戸となっており、平成 23（2011）

年以降に建設した住宅については、集約化、高

度化を図ったことにより、全て高層耐火造とな

っています。 

また、木造及び簡易耐火造は、これまでの

更新によりありません。 

 

②建築年代別の住戸規模（戸専用面積） 

住戸規模をみると、9 割近くの戸数が、住戸

面積 50 ㎡以上の住戸となっています。 

40 ㎡以下の住戸は、現時点で管理している住

棟の中で若松団地第３住宅の 1DK 住戸と第 4

住宅の 2DK 住戸のみとなっています。 

 

③住宅設備 

若松団地第 4 住宅の一部の住戸を除き、浴室は

設置が完了しているものの、若松団地第 11 ～13

住宅及び甲田住宅では、浴槽やエレベーターが設

置されておらず、バリアフリーについても対応が

できていない状況です。 

若松団地第 4 住宅と第 10 住宅については、こ

れまでの増設工事により、エレベーターの設置が

完了しました。 
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【建築年代別住戸規模別管理戸数(令和 2(2020)年 4 月 1 日時点)】 

【住宅別設備整備状況(令和 2(2020)年 4 月 1 日時点)】 

40 ㎡以下 

41～50 ㎡ 

51～60 ㎡ 

61 ㎡以上 

高層耐火 

中層耐火 

浴室設置 浴槽設置 EV設置
室内ﾊﾞﾘｱ
ﾌﾘｰ対応

若松団地第１住宅 ○ ○ ○ ○

若松団地第２住宅 ○ ○ ○ ○

若松団地第３住宅 ○ ○ ○ ○

若松団地第４住宅 △ △ ○ △

若松団地第５住宅 ○ ○ ○ ○

若松団地第１０住宅 ○ ○ ○ ○

若松団地第１１住宅 ○ × × ×

若松団地第１２住宅 ○ × × ×

若松団地第１３住宅 ○ × × ×

甲田住宅 ○ × × ○

錦織住宅 ○ ○ ○ ○
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６．前計画の進捗状況の検証 

平成 23（2011）年に策定した富田林市住生活基本計画では、計画期間における重点施策と計画の

達成状況を評価するための指標を設定しています。重点施策の実施状況と指標の達成状況を基に前計

画の進捗状況を検証します。 

（１) 重点施策の実施状況 

前計画において、住宅施策の目標の達成に向けて重点的に取り組む施策を示しています。 

計画期間中の重点施策の実施状況は以下の通りとなっています。 

 

重点施策 
実施状況 

平成 23（2011）年～ 令和 2（2020）年 7 月 

住み続けられる住まいとまちづくりに関する重点施策 

住宅相談体制等の充実 
空家セミナーの開催（平成 28、30 年度） 

分譲マンションセミナーの開催（平成 27、令和元年度） 

市営住宅入居募集方法の見直し 
募集定員に満たない市営住宅の随時募集を開始 

（平成 30 年度より） 

市営住宅の建替えに伴う地域貢献 再整備による保育所の建替え完了（平成 23 年度） 

寺内町の歴史的な街並みを活かしたまちづく

りの推進 

【まちなみ環境整備事業】 

富田林寺内町を含む街なみ環境整備促進区域における町

屋の修理・修景補助件数 10 件（平成 23～令和元年度） 

建築物の敷地等の緑化推進 
富田林市開発指導要綱や大阪府自然環境保全条例による

緑化の推進 

市民による自主的な景観形成活動への支援 

【建築協定の支援】 

地域の景観を形成する建築協定の制定を推進するため、

各地で勉強会を開催（平成 23～令和元年度 計 10 回） 

安全で安心して暮らせる住まいとまちづくりに関する重点施策 

耐震診断補助・木造住宅耐震改修補助の実施 耐震診断 401 戸、耐震改修 79 戸（平成 23～令和元年度） 

障がい者等住宅改造助成 

重度障がい者等住宅改造助成 22 件 

障がい者等住宅改修費給付 21 件 

介護保険居宅介護住宅改修費 5156 件（平成 23～令和元年度） 

市営住宅のバリアフリー化 
既存市営住宅の改修整備 25 戸（平成 25 年度） 

建替による整備 79 戸（平成 27 年度）、107 戸（令和元年度） 

市営住宅の建替え 
若松団地第 3,7,9 住宅 建替完了 79 戸（平成 27 年度） 

若松団地第 5,6,8 住宅 建替完了 107 戸（令和元年度） 

市営住宅入居募集方法の見直し 被災者・罹災者への優先入居の実施 

良好なコミュニティを形成する住まいとまちづくりに関する重点施策 

まちづくり活動の支援 

【増進型地域福祉の推進】 

市職員が校区交流会議に参加し、地域住民の主体的な地

域づくりの取り組みを支援（令和 2 年度より） 
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（２) 指標の達成状況 

前計画において、住宅施策の達成状況を評価するための指標を以下の通り定めています。 

指標の達成状況は、全６項目のうち、目標達成（◎）が３項目、改善（○）が２項目、非改善が１

項目となっています。目標を達成していない指標については取り組みの継続が求められます。 

 

達成状況の評価 

◎：目標達成（目標値を達成している） 

○：改善（目標達成には届かないが、改善している） 

▲：非改善（前計画策定時から改善が見られない） 

 

指標 前計画策定時 目標値 現時点の達成状況 

子育て世帯における 

最低居住面積水準未満率 

平成 20（2008）年 

4.4％ 
早期に解消 

○ 

平成 30（2018）年 

3.4％ 

住宅の耐震化率 
平成19（2007）年度 

82％ 

平成27（2015）年度末 

90％ 

○ 

平成 27（2015）年 

83％ 

市営住宅の 

バリアフリー化率 

平成 22（2010）年 

21％ 

令和 2（2020）年度末 

43％ 

◎ 

令和 2（2020）年 

74％ 

最低居住面積水準未満率 
平成 20（2008）年 

3.8％ 
早期に解消 

▲ 

平成 30（2018）年 

3.8％ 

まちなみ環境整備事業 

の進捗率 

平成 21（2009）年度 

33％ 

令和 2（2020）年度末 

42％ 

◎ 

令和 2（2020）年 

44％ 

市営住宅の供給目標量 
平成23（2011）年  ～  令和2（2020）年 

132 戸 

◎ 

186 戸 

（79＋107） 

1)：子育て世帯とは、18 歳未満の者と夫婦からなる世帯を指します。現状値は、住宅・土地統計調査によるものです。 

2)：住宅の耐震化率の現状値と目標値は、富田林市耐震改修促進計画によるものです。 

3)：まちなみ環境整備事業の現時点の達成状況は、富田林寺内町地区における修理修景事業（平成 22～令和 2 年度）の 

実績件数を、整備方針策定事業報告書（平成 10 年度）による地区の全体建物件数で除して算出したものです。  
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第２章 住宅・住環境に対するニーズ 
 

１．市民アンケートの実施 

以下の通り、住宅や周辺の住環境の状況及び住まいづくりに関する市民アンケート調査を実施し、

住宅、住環境に対する市民意向を把握しました。 

 

○調査対象  富田林市の全世帯から無作為に抽出した 2,000 世帯 

○調査期間  令和 2（2020）年 9 月 7 日から 9 月 23 日まで 

○回収結果  回収率：46.3％（926 通／2,000 通） 

○設問項目   １）回答者の属性 

２）現在の住まいについて 

３）現在の住まいの評価について 

４）今後（概ね 10 年以内の）住まい方について 

５）富田林市の住宅施策について 

 

２．住宅・住環境に対するニーズ 

（１）住まいに対する評価 

①住宅の総合的な満足度 

現在居住する住宅に関する総合的な評価

としては、「満足（19.6％）」と「やや満足

（53.5％）」を合わせて、73.1％の世帯が満

足しています。これは、全国結果（76.8％、

平成 30 年住生活総合調査）より若干低いも

のの、近い水準です。 

満足度の分布は世帯の属性によって異な

り、世帯主年齢別では「50～59 歳」（64.4％）、

家族構成別では「一人親と子（高齢の親と成

年未婚子世帯も含む）」（61.4％）、同居家族

では「要支援・要介護者」（「障がい者手帳を

もつ方」（63.7%）、住宅の種類別では「UR・

公社賃貸住宅」（53.4％）、「府営・市営住宅」

（55.1％）、住宅の間取り・築年数では、狭く

古い住宅に住む世帯ほど、満足する割合が低

くなりました。 

  

【住宅の総合的な満足度】

【住宅の総合的な満足度】

〈同居家族（N=805）〉

18歳未満の子

要支援・要介護者

障がい者手帳保有者

〈住宅の種類（N=855）〉

持ち家（戸建て）

持ち家（マンション等）

民間賃貸住宅

府営・市営住宅

UR・公社賃貸住宅

その他

〈住宅の間取り（N=852）〉

132211212213212111111 54443544545 4445344455 2132322322212323323233.3.6.4.9.5.5.7.4.8.7.2.8.6.4.11115.7.
020406080100

住…防…

（

19.6

19.7

18.7

15.4

17.6

21.3

18.5

22.8

19.5

10.4

20.0

25.0

29.2

23.0

18.1

12.1

24.7

18.8

12.0

10.2

5.6

22.2

7.4

11.7

15.8

23.3

30.7

32.7

25.2

19.3

16.4

53.5

55.3

57.0

49.0

61.8

52.7

55.5

53.9

54.7

51.0

52.0

42.9

45.8

54.7

51.1

51.6

51.6

67.5

57.8

44.9

47.8

38.9

51.9

51.0

59.4

55.2

47.9

49.0

56.5

59.6

50.3

22.9

21.1

20.6

28.0

20.6

22.6

23.1

20.2

21.5

33.3

22.0

25.0

20.8

17.6

21.3

33.0

19.7

12.0

22.9

38.8

43.3

38.9

37.0

33.1

21.3

17.2

17.2

15.3

16.5

17.4

28.6

4.0

3.9

3.7

7.7

3.3

2.9

3.1

4.3

5.2

6.0

7.1

4.2

4.7

9.6

3.3

4.0

1.7
7.2

6.1

3.3

3.7

4.1

3.5

4.3

4.2

3.1

1.7

3.7

4.8

0 20 40 60 80 100

合計（N=869）
〈世帯主年齢（N=849）〉

39歳以下
40～49歳
50～59歳
60～64歳
65歳以上

〈家族類型（N=855）〉
単身

夫婦のみ
夫婦と子

一人親と子
親と子と孫
夫婦と親
その他

〈同居家族（N=805）〉
18歳未満の子

要支援・要介護者
障がい者手帳保有者

〈住宅の種類（N=855）〉
持ち家（戸建て）

持ち家（マンション等）
民間賃貸住宅

府営・市営住宅
UR・公社賃貸住宅

その他
〈住宅の間取り（N=852）〉

1LDK・2DK程度以下
2LDK・3DK程度
3LDK・4DK程度

4LDK程度
5LDK以上

〈住宅の築年数（N=809）〉
9年未満

10～19年
20～29年
30年以上

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 （％）
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②住宅の各要素に対する満足度 

現在居住する住宅について、その詳細な要素

ごとの評価をみると、満足度が最も低かったの

が、「建物のいたみ具合」（「満足」と「やや満足」

を合わせて 52.6％）で、これに続くのが「バリ

アフリー」（同 53.5％）、「地震時の安全性」（同

54.2％）、「火災に対する安全性」（同 57.6％）

となっており、これらの要素における改善のニ

ーズが大きいことが示唆されます。満足度の高

い要素としては、「日当たり・風通し」（同

84.6％）、「広さや間取り」（同 79.2％）、「建物

の外観・デザイン」（同 74.4％）、「設備・水回

り」（同 72.7％）などが挙げられます。 

全国結果と比べると、本市では「日当たり・

風通し」、「断熱性・気密性」などの満足度が高

い一方で、「建物のいたみ具合」、「プライバシー

の確保」などは相対的に低い評価となりました。

地震、火災など災害時の安全性の満足度が低い

傾向は、全国と共通しています。 

（２）住み替え、リフォーム・建て替えのニーズ 

①住み替えの意向 

住み替え意向についての回答では、「住み替

えたい」が 20.4％、「現在の住宅に住み続けた

い」が 65.8％、「わからない」が 13.8％でした。

「住み替えたい」の割合は、全国結果（20.6％、

平成 30 年住生活総合調査）とほぼ同じです。 

住み替えの意向には、世帯の属性によって差

があります。住み替えを希望する世帯の割合は、

世帯主 39 歳以下の世帯（49.4％）、子育て世帯

（18 歳未満の子のいる世帯で 24.8％などでは

高く、世帯主 65 歳以上世帯（12.5％）、三世代

同居世帯（8.2％）では低い傾向がみられます。

住宅の種類別では、持ち家よりも公共賃貸住宅、

公共賃貸住宅よりも民間賃貸住宅、間取りのよ

り狭い住宅、築年のより古い住宅に住む世帯ほ

ど、住み替えを希望する世帯が多くなりました。 

  

【住宅の各要素に対する評価】

32.3

20.0

24.6

12.7

16.2

23.0

17.4

20.5

23.1

13.3

39.3

21.0

12.6

20.8

15.4

13.8

14.4

11.8

13.8

11.1

46.9

42.8

48.1

39.9

53.2

46.5

44.1

53.9

44.4

53.3

45.3

45.3

47.5

50.3

38.1

40.4

44.4

45.8

53.5

51.4

17.6

31.0

22.8

38.1

25.0

24.7

30.6

20.8

24.2

25.9

13.4

25.7

33.0

24.3

34.9

30.7

29.0

32.3

27.1

30.5

3.2
6.3

4.5
9.2

5.6

5.8

7.9

4.8

8.3

7.5

2.0

8.0

6.8
4.5

11.7

15.1

12.2

10.2

5.7

7.0

0 20 40 60 80 100

広さや間取り(N=916)

収納の多さや使い勝手(N=912)

設備・水回り(N=909)

建物のいたみ具合(N=902)

維持管理のしやすさ(N=895)

敷地のゆとり(N=897)

内装(N=901)

建物の外観・デザイン(N=902)

駐車場・駐輪場(N=890)

価格(N=812)

日当たり・風通し(N=909)

断熱性・気密性(N=903)

エネルギー消費性能(N=894)

換気の良さ(N=904)

バリアフリー(N=892)

地震時の安全性(N=892)

台風・大雨時の安全性(N=903)

火災に対する安全性(N=896)

プライバシーの確保(N=901)

防犯性(N=895)

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 （％）

【住み替え意向】

【住み替え意向】

夫婦と子

一人親と子

親と子と孫

夫婦と親

その他

〈同居家族（N=818）〉

18歳未満の子

要支援・要介護者

障がい者手帳保有者

〈住宅の種類（N=869）〉

持ち家（戸建て）

持ち家（マンション等）

民間賃貸住宅

府営・市営住宅

UR・公社賃貸住宅

その他

〈住宅の間取り（N=865）〉

20.4

49.4

23.1

28.3

19.1

12.5

21.7

17.6

21.6

29.6

8.2

11.1

12.5

24.8

12.8

17.4

13.6

12.7

51.7

26.0

32.2

27.8

38.2

29.3

21.3

15.9

9.2

17.2

15.7

21.5

19.1

65.8

39.0

66.7

54.5

64.7

73.7

57.8

72.5

68.3

52.0

83.7

59.3

62.5

64.7

71.3

67.4

76.5

74.6

24.1

38.0

52.2

50.0

36.0

47.6

67.3

75.4

80.5

67.7

72.2

64.0

67.7

13.8

11.7

10.2

17.2

16.2

13.8

20.6

9.9

10.0

18.4

8.2

25.0

10.5

16.0

15.2

9.9

12.7

24.1

36.0

15.6

22.2

25.8

23.1

11.4

8.6

10.3

15.2

12.2

14.5

13.2

0 20 40 60 80 100

合計（N=882）
〈世帯主年齢（N=862）〉

39歳以下
40～49歳
50～59歳
60～64歳
65歳以上

〈家族類型（N=870）〉
単身

夫婦のみ
夫婦と子

一人親と子
親と子と孫
夫婦と親
その他

〈同居家族（N=818）〉
18歳未満の子

要支援・要介護者
障がい者手帳保有者

〈住宅の種類（N=869）〉
持ち家（戸建て）

持ち家（マンション等）
民間賃貸住宅

府営・市営住宅
UR・公社賃貸住宅

その他
〈住宅の間取り（N=865）〉

1LDK・2DK程度以下
2LDK・3DK程度
3LDK・4DK程度

4LDK程度
5LDK以上

〈住宅の築年数（N=821）〉
9年未満

10～19年
20～29年
30年以上

住み替えたい 現在の住宅に住み続けたい わからない（％）
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②住み替えの目的と課題 

住み替えを望む世帯について、その目的をみると、「高齢期の住みやすさ」（44.7％）が最も多く、

高齢者にとって使いやすい住宅へのニーズが高いことがわかります。これに続いて、「広さや部屋数」

（35.3％）、「新しさ・きれいさ」（32.4%）、「使いやすさの向上」（31.2％）など、建物の新しさや機

能面に関する項目の回答率が高い結果となりました。 

一方で、住み替えに向けた課題としては、「資金・収入の不足」を挙げた世帯が 59.5％とほぼ６割

に達し、住み替えに対する資金面からの支援の必要性が指摘されます。これに加え、「希望エリアの物

件不足」（31.3％）、「予算の範囲で気になる物件がない」（27.6％）などの回答率も３割前後におよび、

希望する立地・価格帯の住宅の供給不足も課題となっています。 

 

③リフォーム・建て替えの目的と課題 

住み替え意向の設問で「現在の住宅に住み続けたい」と答えた世帯のうち、リフォームと建て替え

の一方または両方を考えている世帯の割合は、合わせて 30.7％と３割を超えています。どちらも考

えていないと答えた世帯は 52.9％でした。 

リフォーム・建て替えを考えている世帯に関して、その目的をみると、「きれいにする」（77.8％）

が約８割と特に多く、次いで「高齢期の住みやすさ」（47.9％）、「使いやすさの向上」（47.9％）など

の回答率が高くなっています。築年の古くなった住宅が、高齢化の進

む居住者の暮らしに適合しないケースの増加が示唆されます。 

リフォーム・建て替えを検討中の世帯が感じる課題では、「資金・

収入等の不足」が 53.4％と半数を超えており、「タイミング」

（37.6％）、「信頼できる業者がいない」（22.6％）がこれに続きます。 

世帯の属性別にみると、世帯主年齢が高い世帯、築年数の古い住宅

に住む世帯において、「高齢期の住みやすさ」を目的に上げるケース

が多くなっています。 

　　　　【住み替えの目的（複数回答）】

4.7
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（N=163）

（N=170）

世帯からの独立

結婚による独立

家族と同居・隣居・近居
高齢期の住みやすさ

子育てのしやすさ

広さや部屋数

使いやすさの向上

性能の向上

新しさ・きれいさ

住居費負担の軽減
災害に対する安全性・治安

通勤・通学の利便

日常の買い物、医療等の利便

その他

　　　【住み替えの課題（複数回答）】
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27.6
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14.1
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7.4
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資金・収入等の不足

希望エリアの物件不足

予算の範囲で気になる物件がない
現在の住まいの売却・賃貸

性能や周辺環境などの情報が得にくい

相談できる専門家がいない

信頼できる業者がいない

特に問題はない

その他

リフォームを
考えている建て替えを考えている

わからない

リフォームを

考えている

25.1%

建て替え

を考えて

いる

1.0%

リフォーム

・建て替え

どちらも

考えている

4.6%

リフォーム・建て替え

どちらも考えていない

52.9%

わから

ない

16.3%

（N=478）

【リフォーム・建て替え意向】
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（３）住宅施策に対するニーズ 

市が現在実施する住宅施策については、「知っている施策・制度はない」と答えた世帯が 54.3％と

半数を超えました。施策の中で知られている割合が高かったのは、「要支援・要介護の認定者を対象と

した住宅改修費支給」（26.2％）、「省エネ設備（太陽光発電システム、家庭用燃料電池）設置補助金

制度」（16.8％）、「耐震診断・改修・除却補助事業」（13.5％）などです。全体として認知度は低い水

準にとどまっています。 

市の住宅施策として今後重要となる取り組みを３つ選んでもらったところ、「福祉施策と連携した

高齢者や障がい者の居住に対するサポート」の回答率が 46.2％と半数近くになりました。そのほか、

「若者、子育て世帯の定住促進に向けた支援（家賃補助や取得一時金等）」（32.2％）、「狭隘道路の拡

幅や建物不燃化など災害に強いまちづくり」（28.6％）、「住宅の耐震診断や耐震改修の促進」（26.1％）、

「住宅取得やリフォーム等に関する情報提供、助成制度の充実」（25.4％）の順に重要であると考え

る世帯が多く、これらの施策に対するニーズが大きくなっています。 

  

【知っている住宅施策（複数回答）】

耐震診断・改修・除却
補助事業
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知っている施策・制度はない
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8.7

16.8

10.4

26.2

9.3

4.3

2.5

54.3

0 20 40 60

大阪府特定優良賃貸住宅の

家賃減額補助制度

大阪府住宅リフォーム

マイスター制度

耐震診断・改修・除却

補助事業

耐震改修住宅の税制優遇措置

省  設備（太陽光発電   

 、家庭用燃料電池）設置…

重度障がい者等住宅改造費

の助成

要支援・要介護の認定者を

対象とした住宅改修費支給

若者・子育て世代転入促進

給付金事業

空き家バンク制度及び空き家

バンク制度活用促進補助制度

老朽危険空家の除却補助制度

知っている施策・制度はない

（％）
（N=852）

省  設備（太陽光発電    、家

庭用燃料電池）設置補助金制度

【重要だと思う取り組み（複数回答：３つを選択）】

その他

14.7

32.2

46.2

21.5

26.1

15.6

24.4

25.4

6.1

13.2

10.1

28.6

3.9

0 20 40 60

住宅確保が難しい世帯への

居住安定の確保

若者、子育て世帯の定住促進

に向けた支援（家賃補助や…

福祉施策と連携した高齢者や

障がい者の居住サポート

既存住宅や空き家等の活用に

よる中古住宅の流通促進

住宅の耐震診断や

耐震改修の促進

住宅の省エネ化、

自然エネルギー活用の促進

住宅のバリアフリー化の促進

住宅取得や     等に関する

情報提供、助成制度の充実

分譲マンションの管理組合へ

の情報提供や建替えへの支援

富田林市の歴史資源や地域特

性に配慮した良好な景観づ…

公営住宅や大規模団地の建替

えによるまちづくり

狭隘道路の拡幅や建物不燃化

など災害に強いまちづくり

その他

（％）（N=819）

若者、子育て世帯の定住促進に向け
た支援（家賃補助や取得一時金等）

富田林市の歴史資源や地域特性

に配慮した良好な景観づくり

【リフォーム・建て替えの課題（複数回答）】

53.4

11.3

22.6

21.8

37.6

9.8

3.8

0 20 40 60

1
2
3
4
5
6

7

（％）（N=133）

資金・収入などの不足

性能などの情報が得にくい

信頼できる業者がいない
相談できる専門家がいない

タイミング

特に問題がない

その他

　　【リフォーム・建て替えの目的（複数回答）】

77.8

47.9

47.9

21.5

17.4

2.1

4.2

0.0

1.4

0 20 40 60 80

1
2
3
4

5
6
7
8
9

（％）

（N=163）

（N=144）

きれいにする

高齢期の住みやすさ

使いやすさの向上
災害時の安全性の向上

性能の向上

親・子などとの同居

広さや部屋数

子育てのしやすさ

その他
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第３章 住宅・住環境の課題 
 

１．居住に関する課題 

（１) 若年世帯・子育て世帯が住みやすい住宅・住環境の確保 

・ひとり親世帯の増加、子育て世代の転出傾向 

・子育て世帯の良質な住宅の確保 

本市では、人口の減少と高齢化が急速に進んでいます。同時に、夫婦のみ世帯およびひとり親世

帯の増加のスピードが速いという現状があります。市民アンケートでは、世帯主が若い世帯、子育

て世帯の住み替え意向が強いことがわかりました。子育て世代の転出超過傾向が本市の少子高齢化

の増加を早めていることから、若者や子育て世帯の定住を促進するための住宅・住環境の整備が必

要になります。 

仕事と出産・子育ての両立を支えるためには、子どもをもつ世帯が適切な住環境で子育てを行え

るよう、良質な住宅への入居支援や住宅確保のための融資などの整備が課題の一つとなります。合

わせて、世代間や地域での支え合いの推進・啓発や、そのための情報提供など、子どもをもつ世帯

の子育てを地域で支える仕組みづくりが求められます。 

 

（２) 高齢者が住み慣れた地域で住み続けられる住宅・住環境の確保 

・急速な高齢化の進展への対応 

・地域の中での住み替えが可能となる環境 

本市では人口の少子・高齢化が急速に進んでいます。本市には、一戸建て住宅地、階段型共同住宅

団地など、高度経済成長期前後に建築・開発された住宅や住区が多く立地し、その大半は、稼働年齢

夫婦の核家族を中心とする、複数世代の世帯が住むという想定にもとづいて設計されてきました。近

年では、それらの住宅・住区が、高齢・小規模化した世帯の暮らしに適合しないケースが増えてきて

います。市民アンケートでは、住宅のバリアフリーに対する満足度が他の要素に比べて低いこと、住

み替えやリフォーム等の目的として、高齢期の住みやすさが最も多いことなどがわかりました。現在

の住まいと、高齢者の暮らしのミスマッチの解消が課題となっています。 

また、そのミスマッチ解消のために高齢者が転居す

ることがありますが、長年暮らしてきた地域からの転

出は、友人知人関係や慣れ親しんだコミュニティから

の分断をともなう可能性があることから、希望者が住

み慣れた地域内での住み替えを選べる仕組みが求め

られます。 

  

ふれあい通り（金剛地区） 
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（３) 住宅確保要配慮者の居住安定の確保（低所得者、障がい者等） 

・新たな住宅セーフティネット制度の施行を踏まえた対応 

・住宅に困窮する世帯の居住の安定の確保 

高齢者の増加、生産年齢人口の減少などの全国的な

トレンドのもとで、本市においても、住宅確保要配慮

者（低額所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯）は

今後も増えることが予想されます。市民の間でも、住

宅施策における重要な取り組みとして、福祉施策と連

携した、高齢者や障がい者の居住サポートの重要性が

広く認識されています。 

これへの対応として改正された、国の新たな住宅セ

ーフティネット制度では、住宅確保要配慮者の入居を

拒まない民間賃貸住宅の登録制度、登録住宅の改修補

助、家賃・家賃債務保証料低廉化、居住支援法人など

を通じた住宅確保要配慮者への居住支援などが整備

されました。本市においてもこれらの制度の利用促進

が重要になります。 

一方で、民間の住宅市場で入居を拒否された世帯など、民間で対応しきれない住宅確保要配慮者に

ついては、公営住宅の適切な供給を通じて、居住の安定をはかっていく必要があります。 

 

（４) 多様な世代や住民が安心して暮らせる住宅・住環境の確保 

・親世帯との同居や近居による地域への定住促進 

・外国人居住者の増加への対応 

親世帯と子・孫世帯が同居・近居することによって、子どもをもつ世帯が親からの子育ての協力を

得たり、親世帯が身体機能の低下時に子・孫からの介護・介助を受けたりすることが期待できます。

人口が減少し、高齢者のみの世帯、夫婦のみ世帯、ひとり親世帯などの増加が急速に進む本市では、

親世帯との同居・近居による、若年世帯の定住促進をはかっていくことの重要性が増しています。 

また、本市に住む外国人の数は、近年その増加のスピードを速めています。外国人居住者の言語、

生活習慣、日本での滞在条件などに応じた生活支援、相談窓口などのいっそうの充実が求められます。 

  

民間住宅を活用したセーフティネット 
（セーフティネット住宅情報提供システム 入居者用パンフ

レットより） 
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２．住宅ストックに関する課題 

（１) 増加する空家への対策 

・空家の発生を抑制する対策 

・空家の適正管理と利活用 

本市において増加傾向にある空家への対策が求め

られています。将来的にも人口減少が見込まれること

から、空家対策としては、まず、空家の発生を抑制す

る対策が求められます。 

また、空家が発生し、適切な管理が行われなかった

場合、景観の阻害や治安悪化など周辺の住環境に悪影

響を与える恐れがあることから、所有者の適切な管理

を促進するとともに、その除却を促すための除却補助

制度の周知が課題となります。加えて、活用が可能な

空家については、住み替えを希望する世帯の受皿とな

る住宅として、その活用が求められます。 

 

（２) 良好な住宅ストックの形成 

・既存住宅の有効活用 

・環境に配慮した住宅の供給促進 

・住まいに関する情報提供、相談体制の充実 

住宅ストックの量的な充足、空家の増加、環境負荷低減の必要の高まりなどの状況のもとで、従来

の「建てては壊し、壊しては建てる」大量生産・消費型の社会ではなく、「良好な住宅をつくり、維持

管理しながら長く使う」住宅ストック活用型の社会への転換が、課題としての重要性を増しています。

市民アンケートでは、住み替え、リフォームを検討しながらも資金不足を課題とする世帯が多いこと、

耐震診断・改修、リフォームなどの施策を重視する回答が一定割合を占めていることがわかりました。

その達成に向けたハード面での取り組みとして、既存住宅の改修の促進や、環境に配慮した住宅の供

給促進を通して、耐震・断熱・省エネルギー・耐久性能等が優れ、長い年月にわたって魅力的な資産

であり続ける住宅を増やす必要があります。これと並行して、ソフト面として、例えば、住宅ストッ

クを所有・提供する側と、入居を希望する側の双方に向けた情報発信・相談体制の充実など、良好な

中古住宅の流通を活性化するための仕組みづくりが求められます。 

また、区分所有マンションにおいても建物の老朽化に備えて、管理組合による適正な維持管理や円

滑な建替えの実施に向けた支援の充実が求められます。 

  

老朽化した危険な空き家 

（老朽危険家屋に係るガイドラインの概要（大阪府）より） 
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（３) 公的住宅の適正管理・有効活用 

・市営住宅の老朽化への対応 

・公的賃貸住宅更新時には余剰地活用による地域活性化 

・金剛地区の再生 

市営住宅をはじめとする公的賃貸住宅は、地域の居 

住安定を支えるストックとして重要な役割をもって

います。それらの資産を長く活用するために、予防保

全的な維持管理、耐久性向上のための改善などの、建

物の長寿命化が急務となっています。すでに老朽が進

んだ建物においては、更新を行い、ストックの維持に

努めることが求められます。 

公営住宅では高齢世帯がとくに多く、加齢にともな

ってコミュニティ機能が弱まっていくことが懸念さ

れます。公的賃貸住宅を更新する場合は、建物を建て

替えるのみならず、余剰地を利活用するなどして、地

域福祉の向上につながる環境整備を合わせて実施し、

更新の効果を最大化する工夫が求められます。 

 

日本住宅公団（現ＵＲ都市機構）が開発した金剛地

区の UR 賃貸住宅団地では、建物の老朽、人口減と高

齢化にともなうコミュニティの弱体化、設備や間取り

と入居者の生活のミスマッチなどの問題が顕在化し

ています。金剛地区は、人口や都市基盤が集積すると

ともに、利便性に優れたポテンシャルの高い地域であ

り、地区の衰退は市全体の活力低下にもつながること

から、魅力的な住宅供給等を含めた今後のまちづくり

のあり方は、本市において重要な課題です。 

  

昭和 50 年代に建てられた市営住宅 

UR 賃貸住宅団地 
（UR 都市機構ホームページより） 
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３．住環境・まちづくりに関する課題 

（１) 豊かな自然環境や歴史資源を活かした居住魅力の向上 

・各地域の個性に応じた住環境・まちづくりの推進 

・富田林市の居住魅力の発信 

本市は、大阪都心部へのアクセスの良さに加え、利

便性の高い住宅団地、石川・平野部の農地・金剛山地

に連なる山地などの豊かな自然、寺内町の街並みや寺

社仏閣に代表される独自の伝統・歴史など、地域ごと

に、居住地としての魅力となりうる多彩な特色を持ち

合わせたまちです。 

居住者の生活の質と満足度を上げ、市内への転入希

望者を増やすためには、こうした「富田林ならでは」

の魅力を地域ごとに整理し、各地域の個性に応じた、

良好で魅力的な住環境とコミュニティを持続・発展さ

せていく必要があります。合わせて、市外の人に、そ

の魅力を情報発信していくことで、転入に関心を持つ

人を増やす取り組みが求められます。 

 

 

 

 

 

（２) 持続可能で歩いて暮らせる住環境の形成 

・歩いて暮らせる住環境の形成 

・良好な住環境の維持保全 

人口減少や少子高齢化が進展する中、都市の活力や

生活の利便性を維持していくため、鉄道駅周辺等の拠

点における都市機能の確保や、公共交通の充実、利用

促進の取り組みとあわせて、歩いて暮らせる住環境の

形成に取り組む必要があります。 

また、これまで形成されてきた落ち着いた良好な住

宅地の環境を維持保全するため、建築協定等をはじめ

とする各種制度の活用の促進が求められます。 

 

石川の河川敷 

金剛地区の商業施設 

農業公園（サバーファーム） 
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（３) 災害に備え、安心して暮らせる住環境の確保 

・住宅の安全性確保 

・住民による防災活動の支援 

台風、地震、水害をはじめとするさまざまな災害が

近年増加・激化し、南海トラフ巨大地震の近い将来の

発生が予想される中、災害に強い住宅・住環境の整備

は喫緊の課題です。本市では、新耐震基準導入以前に

建てられた住宅が全体の３割弱、木造住宅が全体の５

割強を占めています。市民アンケートでは、住宅のい

たみ具合、災害時の安全性についての満足度が他の項

目よりも低いこと、住宅施策として災害対応への意識

が強いことがわかりました。自然災害に対する住宅・

住環境関連の対応策として、耐震診断、耐震改修を促

し、住宅の安全性向上をはかるなど、ハード面での一

層の取組が必要となります。 

一方で、災害に強いまちをつくるには、ハードの整

備だけではなく、例えば地域の人びとが非常時に助け

合える関係づくりのサポート、住民による防災活動へ

の支援など、ソフト面の取り組みも並行して進めてい

くことが大切です。 

 

 

（４) 地域コミュニティとの協働の取り組み 

・増進型地域福祉の推進 

・安心して暮らせる地域づくり 

近年、個人や世帯が抱える課題が複雑化・多様化し、従来の社会保障の仕組みでは対応が難しくな

る中、国は、制度や分野の枠を越えて、「人と人」、「人と社会」全てがつながり支え合う、「地域共生

社会」の実現を目指しており、地域のあらゆる住民が役割を持ち、地域づくりを主体的に取り組む支

援が行政に求められています。本市においても、誰もが自分らしい生き方を実現できる地域づくりを

めざし、地域住民と専門職等が、地域で支えあい、助け合いながら、地域の夢と理想を追求する「増

進型地域福祉づくり」の取り組みが極めて重要となっています。 

また、安心して暮らせる地域づくりとして、地域における防犯対策に取り組むことが重要です。そ

のため、防犯性能に優れた住宅の普及促進を図るとともに、声掛け、見回り、啓発活動など、住民に

よる防犯活動を支援・促進していく必要があります。  

南海トラフ巨大地震の全壊率分布 

（第 2 期富田林市耐震促進計画より） 
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第 4 章 住宅施策の基本理念・基本目標 
 

１．住宅施策の基本理念 

＜基本理念＞ 

 

 

本市は、大阪都心に近い立地にありながら、石川や金剛・葛城連峰に連なる丘陵地、田園風景な

どの豊かな自然環境と、南河内地域の中心地として発展してきた歴史、文化が調和した住環境を有

しています。市内の住宅は比較的規模が大きく、ゆとりある住宅ストックが形成され、金剛地区を

はじめ計画的に開発された住宅団地では、緑豊かで落ち着いた住環境が形成されています。 

本市では、今後も多世代が安心して快適に暮らせる住環境を、守り、育て、次世代に継承できる

よう、市民、事業者、行政が連携した総合的な取り組みにより、住み続けたい、住みたいと思える

魅力ある住まい・まちづくりを進めていきます。 

 

２．住宅施策の基本目標 

 

 

人口減少に歯止めをかけるため、若年世帯や子育て世帯の定住を促進するための住宅確保ととも

に、住民の高齢化に対応し、住宅や住環境のバリアフリー化を図ります。また、公営住宅や民間賃

貸住宅の活用による住宅セーフティネットの構築により、多世代が安心して快適に住み続けられる

住まい・まちづくりを推進します。 

 

 

大量生産・大量消費型社会ではなく、環境負荷低減・既存ストック活用型の社会の実現に向けて、

耐震性・耐久性・エネルギー効率などを向上させた住宅の普及と維持管理啓発に取り組むと同時に、

空家を含む既存住宅の活用により、良質な住宅が社会のなかで長く循環する仕組みづくりを進めま

す。公的賃貸住宅においても、長寿命化や更新を通じて、ストックの有効活用、コミュニティの維

持保全を図ります。 

 

 

本市が有する個性的で多様な資源を、市内各地域の文脈に合わせて整理・強化するとともに、災

害に強く、犯罪の少ない、安全・安心の住環境を形成するなど、富田林市の居住地としての魅力向

上に取り組みます。あわせて、そうした魅力を市内外に広く発信し、本市への移住・定住促進を図

ります。 

  

住み続けたい、住みたいと思える魅力ある住まい・まちづくり 

基本目標 1 誰もが安心して快適に住み続けられる良好な住まい・まちづくり 

基本目標 2 次世代に継承できる良質な住宅ストックの形成 

基本目標 3 住み続けたい、住みたい魅力ある住環境の形成 
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第 5 章 施策方針 
 

1．居住に関する施策方針 

 

 

１－（１) 若年世帯・子育て世帯が住みやすい住宅・住環境の確保 

若年世帯、子育て世帯の定住促進を図るため、

入居支援や融資制度の活用により良質な住宅の

確保を図るとともに、親世代との近居・同居や地

域内で子育てを支える仕組みづくりなど、子育て

環境の充実を図ります。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・新婚子育て世帯向けの家賃補助制度の周知（大阪府、ＵＲ） 

・若者・子育て世代転入促進給付金制度の活用促進 

・フラット 35［子育て支援型・地域活性化型］の周知 

（住宅金融支援機構） 

・地域の子育て支援拠点等の環境整備の検討 

 

 

 

 

 

１－（２) 高齢者が住み慣れた地域で住み続けられる住宅・住環境の確保 

身体能力の低下する高齢期になっても安心して暮らせるよう、住宅・住環境のバリアフリー化

を推進するととともに、転居を必要とする高齢者が、住み慣れた地域から離れることなく住まい

を確保できるよう、関連団体、福祉施策との連携を通じた支援を行います。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・介護保険制度利用による住宅のバリアフリー改修補助の周知 

・公的賃貸住宅のバリアフリー改修の検討 

・「富田林市交通等バリアフリー基本構想」に基づく駅や道路のバリアフリー化と維持管理 

・地域包括センターを核とした福祉団体等と連携による高齢者の見守り・生活支援の充実 

・高齢者の住まいに関する情報収集・相談窓口の設置（住み替えの助言・情報提供等） 

 

 

 

ＳＤＧｓへの対応 

ＳＤＧｓへの対応 

（若者・子育て世代転入促進給付金制度 

リーフレットより） 

基本目標 1 誰もが安心して快適に住み続けられる良好な住まい・まちづくり 



 

31 

１－（３) 重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築 

民間住宅においては、セーフティネット住宅登録制度の活用、登録住宅の改修や入居者への経

済支援、居住支援などに取り組み、公的住宅については、民間では対応しきれない住宅確保要配

慮者に向けて公営住宅を適切に供給するなど、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットを構築し

ます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・Osaka あんしん住まい推進協議会と連携した住宅確保要配慮者の入居支援 

・高齢者、低所得者、障がい者等の入居を受け入れる「あんぜん・あんしん賃貸住宅」の周知 

・市営住宅入居募集方法の検討 

・重度障がい者等住宅改造助成の周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－（４) 多様なライフスタイルに対応した住まいまちづくり 

育児と仕事の両立を望む子世帯と、介護・介助を必要と

する親世帯の同居・近居の推進や、多様なライフスタイル

に対応した住まいが確保できるよう、住宅相談体制等の

充実に努めます。 

また、増加する外国人の居住を支えるため、生活支援・

相談体制の強化を図ります。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・住宅相談体制等の充実 

・外国人向けの生活支援策の検討  

 

 

  

ＳＤＧｓへの対応 

ＳＤＧｓへの対応 

重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットのイメージ 

公営住宅 公営住宅を補完 

する公的賃貸住宅 
入居制限のない 

民間賃貸住宅 
その他 

民間賃貸住宅 

すまい相談（住宅政策課） 
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2．住宅ストックに関する施策方針 

 

 

２－（１) 空家対策の推進 

空家への適切な対策を実施するため、既存空家の実態把握・状況整理を行います。それを踏ま

え、空家の所有者に対する相談、啓発などの支援により空家の発生の抑制、空家の適正管理を図

るとともに、良質な空家については、貴重な住宅ストックとして空家の活用を希望する者への情

報発信などを通じて、移住・定住希望者への供給につなげる施策を展開します。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・空家に関する住宅相談体制等の充実 

・空家の実態調査、情報整理 

・空家所有者への啓発、支援 

・空き家バンク制度の活用促進 

・老朽危険空家の除却補助制度の活用促進 

 

 

 

 

 

 

２－（２) 良質な住宅ストックの形成 

良質な住宅ストックの形成を図るため、既存住宅の改修や建替えの促進により、耐震・断熱・

省エネ・耐久性などの性能向上により良質な住宅ストックの形成を図ります。また、関係団体や

民間事業者と連携した情報発信・相談体制の整備など通じて、住宅ストック市場の活性化を図り

ます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・長期優良住宅の普及促進 

・住宅の省エネ化、自然エネルギー活用の促進 

・長寿命化住宅建設に対する各種税額控除 

・大阪府リフォームマイスター制度の周知 

・大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステムによる専門家派遣 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓへの対応 

ＳＤＧｓへの対応 

空き家バンク制度の仕組み 

基本目標 2 次世代に継承できる良質な住宅ストックの形成 
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２－（３) 公的住宅ストックの有効活用 

既存の公的住宅ストックを有効に活用するため、市営住宅については、「富田林市営住宅長寿命

化計画」に基づき供給していくとともに、維持管理、改善を通して建物の長寿命化を進めます。 

また、金剛地区内の住宅の半数以上を占めるＵＲ賃貸住宅においては、「金剛地区再生指針」に

基づき、改修等による魅力的な住宅の供給や、UR 賃貸住宅団地を含む金剛地区の再生・活性化

に資する取り組みの推進について、ＵＲ都市機構との協議を進めます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・市営住宅の長寿命化、環境負荷低減に向けた改善 

・金剛地区の再生・活性化に資する取り組みの推進  

ＳＤＧｓへの対応 

ＵＲ賃貸住宅のリノベーションプラン 

（UR 都市機構ホームページより） 

エレベーター設置・耐震改修工事をした 

市営住宅（若松団地第 10 住宅） 
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3．住環境・まちづくりに関する施策方針 

 

３－（１) 豊かな自然・歴史資源を活かした居住魅力の向上 

豊かな自然や歴史に代表される、「富田林なら

では」の資源を、市内各地域の個性に応じて整理・

強化・活用することで、魅力的な住環境を発展さ

せていきます。あわせて、その魅力を積極的に発

信し、転入・定住者の増加につなげます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・移住・定住促進につながる情報発信 

・寺内町の歴史的街並みを活かしたまちづくりの推進 

・緑の保全とネットワークの形成 

・市民や事業者等による自主的な緑化活動の支援 

・市民による自主的な景観形成活動への支援 

 

 

 

 

３－（２) 住みやすい魅力ある住環境の形成 

鉄道駅周辺等の拠点に都市機能を確保し、拠点

周辺への居住の誘導や、公共交通の充実を図るな

ど、都市施策、交通施策との連携により、歩いて

暮らせる住環境の形成に取り組みます。 

また、これまで培われた良好な住宅地の環境を

維持保全するため、開発指導や建築協定等の活用

を図ります。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・開発指導要綱による指導 

・建築協定、地区計画等の活用による良好な住環

境の維持・向上 

・建替時の優良建築物等整備事業の検討 

・都市機能や居住機能の誘導によるコンパクトな

まちづくりの推進  

ＳＤＧｓへの対応 

ＳＤＧｓへの対応 

富田林寺内町の街並み 

建築協定実施地区の街並み 

南海金剛駅周辺 

 

基本目標 3 住み続けたい、住みたい魅力ある住環境の形成 
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３－（３) 災害に強い住まい・住環境の形成 

地震をはじめとする災害時の住宅の安全性を

高めるために、耐震診断、耐震改修の支援制度を

さらに周知するとともに、住民の関係づくりのサ

ポート、住民による防災活動への支援など、非常

時における住民相互の助け合いを強化する仕組

みづくりを進めます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・耐震診断補助制度の活用促進 

・木造住宅耐震改修補助制度の活用促進 

・耐震改修住宅の税制優遇措置の周知 

・地域住民による自主的な防災活動の支援 

 

 

 

 

 

 

３－（４) 地域コミュニティにおける取り組みの推進 

 増進型地域福祉を推進するため、地域が主体的

に地域活動に取り組めるよう、行政と関係機関が

協働してまちづくり活動を支援します。 

また、犯罪が少なく、安心して住める住環境づ

くりをめざして、防犯性能に優れた住宅の普及促

進をはかるとともに、地域コミュニティによる防

犯活動を支援・促進していくための施策を展開し

ます。 

 

＜施策の取組内容＞ 

・校区交流会議での地域課題の共有や校区プログ

ラムの支援など 

・地域住民による防犯活動の支援 

・防犯モデルマンション登録制度の周知 

 

 

  

ＳＤＧｓへの対応 

ＳＤＧｓへの対応 

木造住宅の耐震改修工事 

増進型地域福祉の取り組み 
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第 6 章 計画推進方策 
 

1．推進体制 

（1) 行政の役割 

①住宅施策推進の普及・啓発に向けた取組 

住宅施策に対する市民・事業者の意識の向上を図るため、ホームページやパンフレット・冊子の

作成をはじめ、関係団体等と連携しながら、セミナーや講演会の開催等を検討します。 

 

②庁内の推進体制の構築 

住宅施策は、地域のまちづくりや市全体の人口施策、経済施策、福祉施策、都市施策など幅広い

分野と関連して実施されるものであり、住宅施策を総合的に推進するためには、都市計画や福祉分

野との連携を図る必要があることから、庁内の各関係課との情報共有をはじめ、役割分担や調整な

ど横断的な連携を図ります。 

 

③関係機関との連携 

本市には市営住宅のほか、大阪府営住宅、ＵＲの賃貸住宅等も多く立地していることから、住宅

施策を推進するためには、大阪府、ＵＲ等との連携が必要です。また、国においてはこれらの良質

な住まい作りを支援するための補助・税制等の制度が整備されています。このため、これらの関係

機関との継続的な協議・情報交換の場を設け、綿密に連携しながら施策の推進に取り組みます。 

 

（２) 市民に求められる役割 

市民は、自らが選択する住宅や住宅地がまちのあり方に大きく影響することを十分理解した上で、

住宅・住環境を適正に維持・管理する役割が求められます。 

そのため、行政や事業者が提供する情報を適切に選択し、自らの住生活の向上、安定に努めると

ともに、地域における住宅施策やまちづくりへの参画により、地域コミュニティの醸成や住環境の

形成を図ることが期待されます。 

 

（３) 民間事業者・ＮＰＯ等に求められる役割 

民間事業者は住宅市場において主要な役割を担っており、自らが提供する住宅や住宅地が居住環

境を形成することを十分認識し、事業を営む必要があります。 

そのため、民間事業者等は自らの持つ技術やノウハウを活用し、質の高い住宅の供給や良好な居

住環境の形成及び維持管理を図ることが期待されます。 

また、ＮＰＯや福祉事業者等についても、富田林市と連携し、地域の子育てや高齢者の介護、見

守りなどの活動を通して、安全安心に暮らせる住環境の形成に寄与することが期待されます。  
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2．進捗管理 

（1) 指標および目標値 

計画の進捗管理として、評価・検証の目安となる指標および目標値を定め、目標達成に向けて実

施する施策を以下の通り定めます。 

 

指標 現状 目標値 関連施策方針（第５章） 

①居住に関する指標･目標値 

子育て世帯における最低

居住面積水準未満率 1） 

平成 30 

（2018）年 

3.4％ 

早期に改善 
１－（１)若年世帯・子育て世帯が住み

やすい住宅・住環境の確保 

最低居住面積水準未満率 

平成 30 

（2018）年 

3.8％ 

早期に改善 
１－（３)重層的かつ柔軟な住宅セー

フティネットの構築 

年間転出超過人数 2） 

平成 27 

（2015）年 

588 人 

令和 8 

（2026）年 

0 人 

１－（１)若年世帯・子育て世帯が住み

やすい住宅・住環境の確保 

②住宅ストックに関する指標･目標値 

10 年間の空家増加率 2） 

平成 25 

（2013）年 

26% 

令和 5 

（2023）年 

16% 

２－（１)空家対策の推進 

③住環境に関する指標･目標値 

住宅の耐震化率 3） 

平成27 

（2015）年 

83％ 

令和7 

（2025）年 

95％ 

３－（３)災害に強い住まい・住環境の

形成 

自主防災組織数 2） 

平成27 

（2015）年度 

61 組織 

令和 8

（2026）年度 

120 組織 

３－（３)災害に強い住まい・住環境の

形成 

1)：子育て世帯とは、18歳未満の者と夫婦からなる世帯を指し、現状値は住宅・土地統計調査によるものです。 

2)：年間転出超過人数、空家増加率、自主防災組織数の目標値は、富田林市総合ビジョンおよび富田林市総合基本計画（2017～

2026）によるものです。 

3)：住宅の耐震化率の現状値・目標値は第2期富田林市耐震改修促進計画によるものです。 
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（2) 計画の進捗管理と見直し 

計画の推進にあたっては、計画（Plan）→実行（Do）→評価･検証（Check）→改善（Act）の PDCA

サイクルに基づき、着実に取組の推進に努めます。 

また、本計画の計画期間は令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までとしていますが、今

後、社会経済状況の変化、関連する計画との整合性などから、概ね 5 年を基本として、指標、目標値

を元に計画の進捗状況を確認するとともに、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 

■PDCA サイクルによる計画推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の進捗管理の流れ 

 

令和 3 年度          令和 8 年度           令和 12 年度 

（2021 年度）         （2026 年度）          （2030 年度） 

 

 

 

 

 

  

計画（Plan） 

・計画の策定・改定 

実行（Do） 

・施策･事業等の実施 

評価･検証（Check） 

・施策･事業等の実施 

改善（Act） 

・施策･事業等の見直し 

計画策定 

計画期間（10 年間） 

必要に応じて、進捗状況の確認・見直し 計画改定 
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用語解説 
用 語 解  説 掲載頁 

あ行   

空き家バンク制度 

空き家物件情報を地方公共団体のウェブサイトを通じて空き家の利用希

望者に紹介することにより、移住・定住を促進し、地域の活性化を図る制

度。富田林市では、市内の空き家に対して、平成 30（2018）年度より制

度を実施している。 

P32 

SDGs 

持続可能な開発目標。極度の貧困と飢餓の撲滅など、開発途上国の目標で

あったミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、平成 27（2015）年

9 月、国連サミットで採択され、令和 12（2030）年までに先進国を含む

国際社会全体で取り組むべき 17 の目標を掲げたもの。 

P3 

ＮＰＯ（Non-Profit 

Organization ） 

民間非営利組織｡営利を目的とせず、社会貢献活動を行っている民間の事

業体｡NPO 法に基づく「特定非営利活動法人」を示す場合と、任意団体な

どを含めた広い意味での民間非営利組織を示す場合がある。 

P36 

Osaka あんしん住ま

い推進協議会 

大阪府及び関係団体で構成され、高齢者、低額所得者、障がい者、外国人、

子育て世帯等の入居を拒まない賃貸住宅と、その仲介を行う協力店、入居

の支援を行う団体や相談の窓口等の情報発信を行う団体。 

P31 

住まうビジョン・大

阪 

（大阪府住生活基本

計画） 

住生活基本法に基づく全国計画に即して定められた大阪府の住生活基本

計画。人々の「住まう」に着目し、今後の住宅まちづくり政策がめざすべ

き目標、政策の枠組みや施策の展開の方向性を示す計画として、平成 28

（2016）年度から令和 7（2025）年度までの 10 年間を計画期間として

定めている。 

P1 

大阪府分譲マンショ

ン管理・建替えサポ

ートシステム 

大阪府と市町村、関係団体により構成され、大阪府内の分譲マンションで

管理組合が取り組む修繕、改修、建替えなど様々な管理活動の支援を行う。 
P32 

大阪府リフォームマ

イスター制度 

府民が安心して住宅リフォームを行うことができるよう、大阪府が指定し

た非営利団体（マイスター登録団体）が、府民の依頼に応じて、一定の基

準を満たす住宅リフォーム事業者（マイスター事業者）の情報提供を行う

制度。 

P32 

か行   

簡易耐火造 
壁、柱、床などが耐火構造ではないが耐火性があると認められる建築物。

建築基準法の準耐火建築物の類型の一つ。 
P16 

建築協定 

建築基準法第 69 条に基づく制度で、一定区域内の環境改善などをはかる

ため、関係権利者全員の合意により特定行政庁の認可を受けて、建築物に

関する基準などについて定める協定。 

P17,27,34 

建築統計年報 

建築基準法に基づいた届出をもとに、都道府県の建築主事等が必要事項を

調査票に転記作成して国土交通省に送付した、利用関係、住宅の種類、建

て方、住宅の戸数等をまとめたもの。 

P11 

高層耐火造 耐火構造の６階以上の建物。 P16 

コミュニティ 

日常生活のふれあいや共同の活動、共通の経験をとおして生み出されるお

互いの連帯感や共同意識と信頼関係を築きながら、自分たちが住んでいる

地域を自主的に住みよくしていく地域社会や自発的なつながりのこと。 

P17,23,26,27

,29,35,36 
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さ行  

最低居住面積水準 
世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要

不可欠な住宅の面積に関する水準。 
P12,18,37 

住生活総合調査 

住生活基本法に基づく住生活の安定・向上に係る総合的な施策を

推進する上で必要となる基礎資料を得るために、国土交通省が５

年ごとに実施する、居住環境を含めた住生活全般に関する実態や

居住者の意向・満足度等の総合的な調査。 

P19,20 

住宅確保要配慮者 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭など、

適切な住宅の確保がしにくい者や、緊急に住宅を確保する必要の

ある者など、住宅の確保に特に配慮を要する者。 

P3,24,31 

住宅ストック 
住宅の供給（フロー）に対して、既存の住宅を社会的基盤の一部と

とらえ良質な住宅を市場の中で円滑に流通させていく考え方。 

P3,16,25,29

,32,33,37 

住宅セーフティネ

ット 

様々な事情により住宅に困窮した場合においても、住宅確保要配

慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施策等により、居住

の安定を確保する考え方。 

P3,24,29,31

37 

住宅・土地統計調

査 

住生活基本法に基づいて作成される住生活基本計画、土地利用計

画などの諸施策の企画、立案、評価等の基礎資料を得るために、総

務省統計局が５年ごとに実施し、国民の住宅とそこに居住する世

帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を把握し、その現状と

推移を明らかにする調査。 

P8,9,10,18, 

37 

自主防災組織 

「自分たちの地域は自分たちで守る」という強い信念を持ち、自覚

と連帯感に基づき、自主的に結成する組織であり、災害による被害

を予防し、軽減するための活動を行う組織。 

P37 

新耐震基準 

現在の耐震基準は昭和 56（1981）年にできたもので、それまでの

ものと区別するために「新耐震基準」と呼ばれている。新耐震基準

では、中程度（震度 5 程度）の地震の際には建物が壊れないこと、

強い地震（震度 6 程度）の際には建物の倒壊を防ぎ、中にいる人の

安全を確保することを目的とする。 

P10,28 

生産年齢人口 15 歳から 64 歳の人口のこと。 P6,24 

た行   

地域包括ケアシス

テム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限

り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける

ことができるような地域の包括的な支援・サービス提供体制。 

P3 

地区計画 

都市計画区域内の土地を適正な制限のもとに、地区の特性に応じ

た良好な環境を整備・保存するための計画｡土地の合理的な利用を

図るため、建築物の用途や形態、公共施設の配置等を定め、計画的

な土地利用を誘導する｡ 

P34 

中層耐火造 耐火構造の３階～５階の建物。 P16 

長期優良住宅 
長期にわたり良好な状態で使用するための措置がその構造及び設

備について講じられた優良な住宅のこと。 
P32 

特定公共賃貸住宅 
「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づいて、公共

が整備する特定優良賃貸住宅。 
P15 

特定優良賃貸住宅 

「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づき、民間の

土地所有者等や地方住宅供給公社が中堅所得層向けに一定の条件

を満たして建設する優良な賃貸住宅。地方公共団体が国の補助を

受けて建設費の一部や入居者の家賃を減額するための補助を行う

とともに、地方住宅供給公社や民間指定法人等が、一括借上げ又は

管理受託を行う。 

P15 



 

41 

な行   

南海トラフ巨大地

震 

科学的に想定される最大クラスの南海トラフ地震。政府中央防災

会議の被害想定によれば、静岡県から宮崎県にかけての一部で震

度７となる可能性があるほか、隣接する周辺の広い地域で震度６

強から６弱の強い揺れが発生し、関東地方から九州地方にかけて

の太平洋沿岸の広い地域に10mを超える大津波の襲来が想定され

ている。 

P28 

年少人口 0 歳から 14 歳の人口のこと。 P6 

は行   

バリアフリー 

障壁（バリア）をなくすという意味で、床の段差を解消したり、手

すりを設置するなど、主に高齢者や障がい者が支障なく使えるよ

う配慮すること。 

P16,17,18, 

20,23,29,30 

防犯モデルマンシ

ョン登録制度 

犯罪防止に配慮した環境設計を行うことにより、大阪府防犯協会

連合会が防犯上犯罪に遭いにくい構造、設備の基準を満たしてい

ると認められるマンションを「防犯モデルマンション」として登録

し、マンションにおける防犯環境を整備し防犯意識の高揚と犯罪

の予防を進めるための制度。 

P35 

や行   

ＵＲ（Urban 

Renaissance 

Agency） 

「都市再生機構」の略称で、独立行政法人都市再生機構法に基づい

て都市基盤整備公団、地域振興整備公団の地方都市開発整備部門

が統合して平成 16（2004）年にできた法人。 

P9,13,15,19

,20,26,30, 

33,36 

誘導居住面積水準 

世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライ

フスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関す

る水準。 

P12 

優良建築物等整備

事業 

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給、防災拠点の整

備等を目的に、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築

物等の整備を行う事業。一定割合以上の整備要件を満たすものに

対しては、共同通行部分や空地等の整備費の一部を補助する国の

制度がある。 

P34 

ら行   

ライフスタイル 
仕事への取り組みや住まい方等、所属する集団の価値観に基づき、

主体的に選択される生活の様式、生き方のこと。 
P31 

老朽危険空家 

概ね１年以上居住その他の使用がなされていない建築物で、市が

定める「建築物の不良度の判定基準」による各判定点の合計が 100

点以上であるもの。対象となる老朽危険空家には除却補助制度が

ある。 

P32 

老年人口 65 歳以上の人口のこと。 P6 

わ行   

若者・子育て世代

転入促進給付金制

度 

若者・子育て世代のＵターンによる転入促進を図り、また子育てや

介護などの相互協力による日常生活での安心感を創出するため、

親子での近居または同居を目的として住宅を購入し、転入する若

者・子育て世代に対して、住宅購入費用の一部を助成する富田林市

の制度。 

P30 



 

 

  



 

 

 

 

 

富田林市は、2020 年 3 月、「富田林発！「商助」によるいのち輝く未来社会の実現プロジェクト」

と銘をうった「健康」と「パートナーシップ」をテーマとした取組提案を行い、2020 年 7 月に

「SDGs 未来都市」及び「自治体 SDGs モデル事業」の両方に選定されました。 

 

「SDGs 未来都市・富田林」ロゴマーク 

SDGs 未来都市・富田林のテーマである「いのち」「かがやき」「ひろがり」

「つながり（マルチパートナーシップ）」を表現するため、寺内町の旧杉山家

住宅の螺旋階段から着想を得て、人がつながり合っていくことでいのちを育

みながら SDGs 未来都市として富田林市がかがやき、広がっていくイメージ

を表現しています。 
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